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 人権とは、誰もが生まれながらにして持っている、人間として幸せに生き

ていくための権利です。  

 本市では、平成１２年（２０００年）に「吹田市人権尊重の社会をめざす

条例」を制定し、平成１８年（２００６年）には「吹田市人権施策基本方針」

を策定し、人権施策を推進してきました。  

しかし、「吹田市人権施策基本方針」策定から１５年以上が経過し、人権

をめぐる状況は刻々と変化しました。  

近年の自然災害や、新型コロナウイルス感染症の発生などに起因して人権

が脅かされる事態が生じるとともに、ハラスメントやインターネット・ＳＮ

Ｓ等を利用した人権侵害も問題となっています。  

また、国外では、現在もロシアによるウクライナへの侵略をはじめ、世界

各地で民族対立や紛争、テロなどが続いています。戦争は最大の人権侵害で

あり、人々の自由や生きる権利が奪われます。戦争が一日も早く終結するこ

とを祈らずにはいられません。  

平成２８年（２０１６年）に「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律」・「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の

推進に関する法律」・「部落差別の解消の推進に関する法律」いわゆる人権

３法が施行されました。  

また、令和元年（２０１９年）１０月には「大阪府性的指向及び性自認の

多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」が施行され、ＬＧＢＴＱな

どの性の多様性についての理解を深め、偏見や差別意識がなくなるよう、

様々な課題に対する取組を進めていくことが求められています。  

このような動向をふまえ、市民の人権意識の高揚や新たな人権課題に対応

するため、「吹田市人権施策基本方針」を見直し、新たに「吹田市人権施策

推進基本方針・計画」を策定しました。  

今後は本方針・計画に基づき、人権尊重の理念をあらゆる施策の基盤に据

え、ＳＤＧ sの基本理念「誰一人取り残さない」社会の実現に向けて取り組

み、市民一人ひとりの人権が尊重され、だれもが対等な社会の構成員として

平和に安心して暮らせるまちをめざします。  

令和○年（○○○〇年）○月  吹田市  

は じ め に 
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１．趣旨及び構成 

 本基本方針・計画は、吹田市総合計画を上位計画とする人権の基本方針・計画でありながら、 

すべての基盤【ベース】となるものです。 

基本方針は、すべての分野に共通する人権尊重の基本的な指針となる基本理念と取り組む方向

性を基本方向で示しています。 

基本計画は人権についての様々な課題に取り組むにあたっての指標を設定した計画を示します。 

なお、女性・子供・教育・高齢者・障がい者など各分野の具体的な取組については、それぞれの

分野における個別計画等に基づいて推進します。 

 

２．期間 

基本方針・計画の期間は、令和５年度（２０２３年度）から令和１０年度（２０２８年度）まで

の６年間とします。 

 

３．ＳＤＧｓ 

 平成２７年（２０１５年）に国連サミットにおいて、先進国を含む国際社会全体の開発目標と

して「持続可能な開発目標」が採択されました。これは、令和１２年度（２０３０年度）までに持

続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、１７の目

標・１６９のターゲットから構成されています。国際社会全体が、将来にわたって持続可能な発

展ができるよう、本市の人権課題にも取り組んでいくことが必要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概     要 
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４．計画の位置づけ  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪基本方針≫ 

基本理念：すべての人が尊重される潤いのある豊かな社会の実現 
 

基本方向 ・人権教育・啓発の推進 

  ・相談・支援の強化 

 ・情報提供の充実 

 
 

≪基本計画≫ 

≪基本計画≫ 

施策１ 人権意識高揚のための施策 

  施策２ 人権擁護と救済のための施策 

【吹田市人権施策推進基本方針・計画】 

吹 田 市 総 合 計 画 

【各分野の人権課題】 
女性の人権 
子供の人権 

高齢者の人権 

障がい者の人権 

同和問題 

外国人の人権 その他  
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１．人権をめぐる状況  

 

（１）人権をめぐる国等の状況  

 昭和２３年 (１９４８年 )、国際連合（以下、「国連」という。）総会において  

採択された「世界人権宣言」では『すべての人間は、生まれながらにして自由であ  

り、かつ、尊厳と権利について平等である』とうたわれています。  

世界人権宣言の精神を具体化するために、以降「国際人権規約」「人種差別撤廃  

条約」「女子差別撤廃条約」「子どもの権利条約」「障害者権利条約」など数多く

の人権関連条約が採択され、これらを通じて、人権保障の確立が国際社会の大きな

潮流となっています。  

平成６年 (１９９４年 )の国連総会においては、平成７年 (１９９５年 )から平成  

１６年 (２００４年 )までの１０年間を「人権教育のための国連１０年」とするこ

とが決議され、この決議を受けて、国及び地方公共団体において人権保障の確立に

向けた行動計画を策定するなど積極的な取組が進められてきました。  

また、国連では平成１６年（２００４年）に「人権教育のための世界計画」を採

択し、平成１７年 (２００５年 )から人権教育を積極的に推進するための取組が進

められています。さらに平成２３年（２０１１年）には国連人権理事会で「ビジネ

スと人権に関する指導原則」が採択され、これがすべての国や企業が尊重すべき基

準となりました。  

わが国では、「世界人権宣言」に先立つ昭和２２年（１９４７年）に「日本国憲  

法」が施行され、基本的人権の尊重はこの憲法の柱のひとつであり、侵すことので

きない永久の権利であると規定されています。  

この憲法の趣旨を踏まえ、さまざまな法律が整備され、平成９年 (１９９７年 )に

は「人権擁護施策推進法」が施行されるとともに「人権教育のための国連１０年に

関する国内行動計画」が策定されました。  

平成１２年 (２０００年 )には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が  

制定され、平成１４年 (２００２年 )には「人権教育・啓発に関する基本計画」が策

定されました。この計画は平成２３年（２０１１年）に改正され、北朝鮮による拉

致問題等が人権課題に追加されました。  

また、個別の人権課題の解決に向け「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保  

護等に関する法律（ＤＶ防止法）」「児童虐待防止法」「いじめ防止対策推進法」
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「子どもの貧困対策の推進に関する法律」「高齢者虐待防止法」「障害者虐待防止

法」「障害者差別解消法」「部落差別解消推進法」「ヘイトスピーチ解消推進法」

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」などが制

定されてきました。  

大阪府では、平成１０年 (１９９８年 )に「大阪府人権尊重の社会づくり条例」が  

制定され、同条例に基づき平成１３年 (２００１年 )に「大阪府人権施策推進基本

方針」が策定されました。さらには、この基本方針に基づき、平成１７年（２００

５年）に人権施策を総合的に推進するため「大阪府人権教育推進計画」が策定され

ました。  

平成２７年（２０１５年）には、府民の差別意識の解消、人権課題の理解を深め  

ていくために「差別のない社会づくりのためのガイドライン～すべての人の人権

が尊重される社会をめざして～」が策定され、これらの計画に基づき人権意識の高

揚に向けた施策が進められています。  

 令和元年（２０１９年）には「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民

の理解の増進に関する条例」「大阪府人種又は民族を理由とする不当な差別的言動

の解消の推進に関する条例」が制定されました。  

さらに、令和４年（２０２２年）４月１日から「大阪府インターネット上の誹謗  

中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例」が施行されました。  

 

（２）本市の状況  

本市では、市の上位計画である「吹田市総合計画」において、重要な施策の一つ  

として人権を位置づけ、さまざまな取組を進めてきました。昭和５８年 (１９８３

年 )には、市民の総意のもと「非核平和都市宣言」を行い、非核平和の社会の実現

を施策として推進するほか、平成４年（１９９２年）には、平和祈念資料室（現在

の平和祈念資料館）を開設し、戦争の惨禍及び平和の尊さを後世に伝えるととも

に、平和に対する意識の高揚を図っています。  

平成１１年 (１９９９年 )４月には、人権教育の重要性が国の内外において高ま  

りを見せる中で「人権教育のための国連１０年吹田市行動計画」を策定し、豊かな

人権感覚に満ちあふれた社会の創造に向けて、全庁的に連携を図りながら取り組

んできました。  

また、平成１２年 (２０００年 )４月には「吹田市人権尊重の社会をめざす条例」
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を施行し、差別のない社会の実現に向けて施策の推進に努めるとともに、平成１８

年（２００６年）には、「吹田市人権施策基本方針」を策定し、人権施策の推進を

図ってきました。  

このような取組により人権意識が高まり、徐々に人権問題についての理解は進  

みましたが、いまだ女性、子供、高齢者、障がい者、同和問題、外国人などに関わ

る差別など、さまざまな人権課題が存在しています。  

また、いじめや不登校、ひきこもり、子供への暴力、体罰や虐待、高齢者や障が  

い者等への虐待、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）、ストーカー行為、ハラ

スメント、インターネット・ＳＮＳ等を利用した人権侵害や個人の尊厳を損なう行

為、犯罪被害者とその家族の人権に配慮するなど、さまざまな事象が、社会のあり

方の急激な変化とともに、社会全体の問題として深刻化してきています。さらには

性的指向・性自認を理由とする人権侵害や新型コロナウイルス感染症に関連して

発生した人権問題など新たな課題も顕在化しています。この他にも、地震や豪雨な

どの災害時に避難所等で顕在化する災害時要配慮者への対応なども課題として挙

げられます。  

また、吹田市では平成２９年（２０１７年）・令和４年（２０２２年）に「人権  

に関する吹田市市民意識調査」を実施し、今後の施策に反映する基礎資料として、

主な人権課題に対する市民の考え方、人権侵害に関する経験の有無や、人権侵害を

受けた場合の対応などを調査しました。  

この調査結果を参考にしながら、人権課題解決のために、すべての人の人権が  

尊重される潤いのある豊かな社会の実現を目指して「吹田市人権施策基本方針」を

見直すとともに、「吹田市人権施策推進基本方針・計画」を策定するものです。  
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２．基 本 理 念  

 

すべての人の人権が尊重される潤いのある豊かな社会の実現  

 

吹田市人権尊重の社会をめざす条例の前文にある「すべての人の人権が尊重さ

れる潤いのある豊かな社会」の実現をめざすことを基本理念として掲げ、人権施策

を総合的に推進します。  

基本理念に基づく社会を築いていくためには、市民一人ひとりが自分自身  

のこととして、お互いに人格や個性を認め、価値観などの違いをありのままに受け

入れ、行動できるような社会を創造していくことが大切です。  

   行政は、基本的人権の保障という日本国憲法の原則と規定に基づき、人権侵害を  

受けた当事者の立場を尊重し、総合的な人権施策を展開する役割を担っています。 

家庭・地域・学校・職場など、あらゆる場面において最優先される基本のルール

として、人権尊重の考え方が日常生活に定着するために、地域全体の人権教育・啓

発に取り組むことが大切です。  
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３．基 本 方 向  

 

自治体行政は憲法に規定された基本的人権の保障、実現を目的とするものです。

この原則をふまえながら、「人権意識高揚のための施策」と「人権擁護と救済のた

めの施策」を基本施策として位置づけ、人権についてのさまざまな課題を克服する

ための個別施策とともに施策の総合的な推進を図ります。  
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 基 本 計 画 



12 

 

 

 

人権意識高揚のための施策  

 

人権が尊重され、だれもが対等な社会の構成員として、潤いのある豊かな社会を

実現するために必要な取組について、市民一人ひとりが人権や人権問題について

の理解を深め、自分の課題として考え、社会の一員としての責任を自覚し、豊かな

人権感覚をもって行動する人間として育つため、学校、地域、家庭、職場その他の

あらゆる場を通じて多様な機会の提供、効果的な手法を用いて、人権教育、人権啓

発の施策を推進します。  

人権教育とは、人権尊重の精神を市民と学び合うなかで身に付くことを目的と

する教育活動をいい、学校教育と社会教育を通じて推進されるもので、人権啓発と

は「市民の間に人権尊重の理念を普及させ、それに対する市民の理解を深めること

を目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）のこと」です。  

 

（１）人権教育の推進  

 

□現状と課題  

人権教育は市民一人ひとりの生涯の中で、あらゆる場と機会を通じて実施され

ることにより効果を上げるもので、生涯にわたる教育・学習が重要であり、とりわ

けその基礎を培う学校教育の果たす役割が重要です。  

近年、学校や人権を取り巻く情勢が大きく変化しています。より一層人権問題へ

の理解と認識を深め、一人ひとりが自ら行動する力を身に付けることが求められ

ています。  

 そのためには、人権教育を行う教職員等の資質を向上させるとともに、子供たち

が社会生活を営むうえで必要な知識を身に付けることができるように、学校、地

域、家庭等との連携・協力が必要です。  

 また、いじめの未然防止のため、全ての教育活動に人権尊重の視点を取り入れ、

児童・生徒の権利意識を育てる教育課程の編成及び推進が必要です。  

 社会教育については生涯学習推進計画に基づき、学習の機会を提供し、多様な

教育活動を展開していくことを通じて、人権尊重の意識を高める必要があります。 

施 策 １ 
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□主な施策  

①次代を担う教職員の育成  

児童・生徒に人権教育を推進していくには、教職員自身が常に人権感覚を磨いて  

いくことが必要であるため、すべての教職員、学校管理者が子どもの権利条約につ

いての認識と理解を深め、子供の最善の利益の実現に努めることができるように

子供の権利を確保する学習及び研修などの機会を設けます。  

 

②いじめのない学校づくり  

子供たちが安心して学校生活を送れるよう、いじめ防止の取組名を、「すいたＧＲ

Ｅ・ＥＮスクールプロジェクト」とし、様々な取組を未来に向け積極的に推進しま

す。  

 

③生涯を通じた豊かな学びの提供  

市民一人ひとりが個人としての存在や自由を確保し、社会において、幸福な生活を

営むために、現在の課題に応じた多様な学習機会を提供します。  

 

（２）人権啓発の推進  

 

□現状と課題  

 基本的人権を尊重し、市民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会、人

権擁護委員による人権教室、人権啓発パネル展の実施、啓発冊子の配布など様々な

方法で人権啓発活動を進めてきました。  

 今後も引き続き、より一層人権問題への理解と認識を深め、市民が共に学び互い

に理解するための交流ができるように学校や家庭、地域での啓発活動に取り組む

必要があります。  
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□主な施策  

①人権啓発事業の推進  

 人権を尊重する市民意識の高揚を図るため、人権フェスティバル、市民ひゅーま

んセミナー、憲法と市民のつどい、市民平和のつどい、人権擁護委員による人権

教室、人権啓発パネル展などの開催を推進します。  

 

②ホームページの充実、地域や企業などとの連携の推進  

市報への掲載をはじめ、ホームページやＳＮＳなど情報ツールのさらなる活用

を行い、地域の諸団体や企業などとも一層の連携を図ります。  

 

③市職員の人権研修の推進、充実  

 自治体行政は施策を実施するに当たって人権尊重の視点を大切にする運営が必

要であるという観点から、各部署で把握している人権課題を組織全体にフィー

ドバックしながら、個別の課題についての研修、総合的かつ横断的な課題につい

ての研修を進めます。  
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人権擁護と救済のための施策  

 

 人権侵害にかかわる問題が生じた場合には、一人で悩むのではなく、市民が身

近に解決方策について相談できる窓口が必要です。   

国においては、人権擁護のための取組として、各地方法務局で人権相談所を設け

るとともに、全国で人権相談や啓発活動など人権擁護の活動をする人権擁護委員

を委嘱しています。  

本市においては、人権相談や自殺予防相談をはじめ、家庭児童相談、すいたスト

ップＤＶステーション（ＤＶ相談室）等、さまざまな人権に関わる相談窓口を設置

しています。人権に関する相談は、相談者の状況により多種多様であり、相談者の

意思を尊重しながら情報共有を図るなど、窓口相互の連携を強化するとともに、職

員の資質向上を図り、実効性のある相談、自立のための支援を図る必要がありま

す。  

 また、人権侵害による被害者の救済については、法務局などの関係機関との連携

を進め、適切に人権救済できるような体制を構築することが必要です。  

 

□主な施策  

①相談窓口の充実  

複雑化、多様化する相談内容に対応するため、窓口相互の連携を強化するととも

に、職員の資質向上を図り、実効性のある相談・支援体制の充実に努めます。  

 

②職員研修  

職員が相談事案により適切に対応できるように、また、各相談窓口の連携を図る

ための研修を実施します。  

 

 ※人権に関する市民意識調査の一部結果を挿入し、この基本施策のみ  

  計画とする。  

 

施 策 ２ 
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分野別の主な取組 
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女性の人権 

□現状と課題  

女性の人権問題は、昭和６０年（１９８５年）に「女子差別撤廃条約」が批准さ

れ、昭和４７年（１９７２年）「男女雇用機会均等法」、平成１１年 (１９９９年 )

「男女共同参画社会基本法」、平成１３年 (２００１年 )「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」、平成２８年（２０１６年）「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が施行される

など、女性の地位向上のために法制度やそれらの法令に基づくさまざまな施策が

実施されてきました。  

 また、平成３０年（２０１８年）に「政治分野における男女共同参画推進法」が  

施行され、衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、男女の候補者の数ができ  

る限り均等となるよう政党に求めており、女性の政策決定への参画が期待されま  

す。  

本市では、平成１４年 (２００２年 )に、男女共同参画社会の実現に向けて、行政

と市民、事業者が協働するための基盤となる｢吹田市男女共同参画推進条例｣を制

定するとともに、条例の趣旨を具体的に実現するため「すいた男女共同参画プラ

ン」を平成１５年 (２００３年 )に策定し、５年ごとに見直しを行っています。同プ

ランでは、『すべての人が性別にかかわりなくいきいきと活躍し、安心して暮らす

ことのできる豊かなまち』を「めざすまちの姿」とし、計画的に事業を実施するた

めに目標値を設定することや、重点的に取り組む必要がある施策や事業、市民の取

組などを掲げています。  

特に、女性に対するあらゆる暴力の根絶のために平成２３年（２０１１年）に基

礎自治体としては全国的にも先進的な取組として、配偶者暴力相談支援センター

の機能を持つ「すいたストップＤＶステーション」を設置し、ＤＶ被害者に対する

相談・支援に積極的に取り組んできました。若年層へのデートＤＶの啓発のため

に、中・高・大学生への予防啓発講座も実施しています。  

さらに本市では、ＤＶと児童虐待が密接に関連していることをあらためて認識

し、ＤＶ防止対策と児童虐待防止対策を一体として進めていかなければならない

分 野 １ 
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と考え、女性に対するあらゆる暴力の根絶のシンボルであるパープルリボンと児

童虐待防止のシンボルであるオレンジリボンを組み合わせて、本市独自で「Ｗ（ダ

ブル）リボンマーク」を考案し、「Ｗリボンプロジェクト」として、社会全体に暴

力防止への理解と関心を広げる取組を行っています。  

新型コロナウイルス感染症の拡大によって顕在化した配偶者等からの暴力や性

暴力の増加・深刻化の懸念や女性の雇用、所得への影響等は、男女共同参画の重要

性を改めて認識させることとなりました。そのためには、男女共同参画に向けての

意識改革やさまざまな分野における環境づくりを進めるとともに、政策・方針決定

の場に女性の参画を進めることが必要です。  

今後も、条例やプランに基づき、すべての人が性別にかかわりなく家庭・職場・

地域・学校などあらゆる分野に対等な立場で参画できる男女共同参画社会の実現

に向けて、行政、市民及び事業者が一体となり計画的に施策を推進することが求め

られています。  

□主な施策  

①ＤＶ防止に向けた啓発の推進  

ＤＶを防止するためのセミナー等を開催します。  

 また、若年層を対象としたデートＤＶ等の予防啓発を推進するとともに、パンフ

レットやホームページ等を活用した啓発に取り組みます。  

 

②相談支援の機能強化  

すいたストップＤＶステーションの充実を図るとともに、ＤＶ相談担当者への専

門研修の実施及び医師、弁護士等との連携の強化に取り組みます。  

 

③ハラスメント防止対策の推進  

ハラスメント防止対策として、市職員への周知徹底と研修の充実、苦情処理制度

の充実を図ります。また、事業所への出前セミナー等による啓発を行うとともに、

相談体制の整備・充実をめざし、相談担当者への啓発につながる情報提供を行い

ます。  

□関連する主な個別計画  

 ○すいた男女共同参画プラン  

 〇ＤＶ防止基本計画  
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子供の人権 

□現状と課題  

平成６年 (１９９４年 )に批准された「子どもの権利条約」の理念である、子供を

“保護の対象”としてではなく“権利の主体”として権利や自由を尊重することが

大切です。  つまり、子供は親や大人から保護と扶養を受ける立場にあると同時

に、自分の意見や気持ちを表明して社会に参加する主体です。「子どもの権利条

約」では子供の最善の利益を実現するためには、子供の声を聞くこと、子供の意見

表明権の尊重が求められ、すべての大人は子供の意見に耳を傾け察知しなければ

なりません。  

児童福祉法は、その第１条で『全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にの

っとり、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され、保護される

こと、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の

福祉を等しく保障される権利を有する。』と規定しています。  

また、令和４年（２０２２年）６月に公布された「こども基本法」は、児童の権

利に関する条約（子どもの権利条約）に対応するための国内法という位置づけであ

り、基本理念として、『全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的

人権が保障されるとともに、差別的取扱いを受けることがないようにすること』な

どを規定しています。  

 

（児童虐待）  

平成１２年 (２０００年 )に、『児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防及び早

期発見その他の児童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を

受けた児童の保護及び自立の支援のための措置等を定める』ために「児童虐待の防

止等に関する法律」が施行され、平成１６年（２００４年）の改正では、児童虐待

が著しい人権侵害であることが明記されるとともに、児童虐待の定義に、面前ＤＶ

における子供への心理的虐待、同居人による児童虐待と同様の行為が加えられま

した。  

さらに平成１９年（２００７年）の改正では、児童の安全確認のための立入調査

分 野 ２ 
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等の強化や、保護者に対する指導に従わない場合の措置の明確化等の見直しがさ

れました。平成２８年（２０１６年）の改正では、児童のしつけに際して監護、教

育に必要な範囲を超えて、懲戒してはならないことが明記されるとともに、都道府

県、市町村の役割・責務を明確化する等の見直しがされました。  

本市では、「吹田市児童虐待防止ネットワーク会議」を設置し、保健、医療、福

祉、教育、警察等の関係機関との連携や家庭児童相談室の設置等、支援体制の充実

に努め、虐待防止に向けた意識啓発等に取り組んできました。また、児童虐待防止

対策とＤＶ防止対策とを一体として進めるため、平成２３年度（２０１１年度）か

らＷリボンプロジェクトとして、ＤＶや児童虐待に係る講座等を開催しています。 

 

（いじめ）  

平成２５年（２０１３年）に「いじめ防止対策推進法」が施行されました。  

いじめは人の心身、人格を傷つけるだけでなく生命をも脅かす重大な人権侵害

です。いじめの防止には、学校教育が大きな役割を担っています。これまでも学

校、教育委員会を中心に対応、指導を行ってきましたが、「いじめ防止対策推進法」

や国の「いじめ防止等のための基本的な方針」を踏まえ、本市でも平成２８年（２

０１６年）に市と教育委員会で「吹田市いじめ防止基本方針」を策定し、令和２年

（２０２０年）に改定しました。学校、教育委員会の取組を明確にし、組織的な対

応や家庭、地域と連携した取組の強化を図ります。また、子供からの個別の相談体

制の充実、学校と学校外の支援機関との連携の強化などを進めます。  

  

（子供の貧困）  

平成２６年（２０１４年）１月には、子供の貧困対策の総合的推進を目的として

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行されました。それを受け、同年８

月には「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定されました。  

その後、令和元年（２０１９年）に、それぞれ改正され、現在に至っています。  

本市においても子供の現在及び将来がその生まれ育った環境に左右されること

のないよう、また貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、子供の貧困対策を

推進する必要があります。本市では、平成２８年（２０１６年）に「子供の生活に

関する実態調査」を実施し、その調査結果から、経済的要因だけでなく、親の養育

力の充実及び地域などとのつながりの必要性等、複合的な要因で貧困にある子供

と保護者の実情が明らかになりました。このような広範囲にわたる問題に対して
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は、関係部局が連携し取り組むことが重要であるため、平成３０年（２０１８年）

３月に本市の基本的な考えを示す「吹田市子供の夢・未来応援施策基本方針」を策

定し、学習支援を含めた教育の支援、ひとり親家庭を含めた世帯への生活の支援、

保護者に対する就労の支援、経済的支援を総合的に推進しました。  

前回の調査から５年以上が経過し、子供を取り巻く状況が大きく変化している

ことを踏まえて、令和４年（２０２２年）６月から７月にかけて、「子供の生活状

況調査」を実施するとともに、令和５年（２０２３年）３月に吹田市子供の夢・未

来応援施策基本方針を改定し、子供の貧困対策のさらなる取組を推進していきま

す。  

この他にも子供や若者の居場所づくり、体罰をめぐる問題、子供の自死をめぐる

問題、ヤングケアラーや医療的ケア児への支援等、子供の最善の利益を実現するた

めに社会や大人が何をすればいいのか、すべての子供が大切にされる社会をどの

ように作っていくのかなど、多くの課題があります。また、個々の問題や課題につ

いては、それぞれが多様化、深刻化しています。特に子供の虐待については子育て

に悩んでいる親の支援の一層の充実が必要です。  

また、子供が社会の一員としての役割を担い、あらゆる場所において子供と子

供、子供と大人の対等な関係を築けるような機会を作っていかなければなりませ

ん。  

今後、こうした取組の一層の充実を図る中で、家庭、学校、地域社会、ＮＰＯな

ど社会全体が協力して子育てを支援していく体制を整備します。  

子供が一人の人間として尊重・保護され、生存、発達や自由が保障されるために

も、子供が安心、安全で健やかに育ち、子供が社会参加の機会に恵まれ、大人と子

供が共に生きることができるまちづくりを進めます。  

 

□主な施策  

①児童虐待防止対策の充実  

民生・児童委員の協力のもと実施している子供見守り家庭訪問事業の充実を図り、

虐待の発生予防、早期発見に努めます。  

また、母子保健課が実施する乳幼児健康診査や保健指導等の母子保健事業と連携

しながら、育児支援家庭訪問事業の取組を進め、養育支援を必要とする家庭を支

援します。学校や児童福祉施設などにおいても、子供たちの様子に注意し、虐待

の未然防止に努めます。  
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②いじめ防止対策の推進  

「すいたＧＲＥ・ＥＮスクールプロジェクト」やその他いじめ防止等のための対

策が、学校・家庭・地域間・関係諸機関等との連携のもと適切に行われるように、

必要な体制を整備するとともに、より多くの大人が児童等の悩みや相談を受け止

めることができるように、家庭や地域の関係団体との連携を促進します。また、

いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制を整備・周知するとともに、

機能の充実を図ります。  

 

③子供の貧困対策の推進  

子供の現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、すべ

ての子供たちが夢と希望を持って成長していける地域社会の実現を目指し、「吹

田市子供の夢・未来応援施策基本方針」に沿って、子供の貧困対策に資する施策・

事業を総合的に推進していきます。  

 

□関連する主な個別計画等  

 ○子ども・子育て支援事業計画  

 ○いじめ防止基本方針  

○子供の夢・未来応援施策基本方針  

 〇障がい児福祉計画  
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高齢者の人権  

□現状と課題  

高齢者が、いつまでも健康でいきいきと暮らせるよう、就労はもとより、趣味、

スポーツ・文化・ボランティア・福祉活動など地域社会において連携を図り、生き

がいづくりをしながら社会参加を促進することが大切です。  

また、高齢者の権利や介護を巡って生じているさまざまな問題への対策も急が

なければなりません。老人福祉施設や病院など施設だけでなく、家庭においても、

身体拘束などの虐待が指摘されているほか、一人暮らしの高齢者や認知症高齢者

を欺き、財産権を侵害する事例も見受けられます。  

国においては、平成１８年（２００６年）に「高齢者虐待の防止、高齢者の養護

者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」が施行され、高齢者等への

深刻な権利侵害の防止等を支援する仕組み作りが進められています。  

本市においても６５歳以上の人口は、令和２年（２０２０年）９月末には高齢化

率が２３．８％で、地域によっては３０％近くにもなり、全国と比較するとゆるや

かではありますが、“超高齢社会”を迎えています。  

また、一人暮らしや認知症の高齢者、夫婦ともに高齢者で老老介護の負担を抱え

る世帯も増加しています。  

これらの動向を踏まえ、令和３年度（２０２１年度）から令和５年度（２０２３

年度）までを計画期間とする「第８期吹田健やか年輪プラン」に沿って、身近な場

所での相談・支援体制の充実や認知症支援の推進などをめざしています。特に、高

齢者虐待防止に向けた取組の推進や、認知症の方やその家族に対する支援、地域で

の認知症に対する理解の推進・啓発が必要です。  

また、特殊詐欺や悪徳商法に対抗するため、セミナーや出前講座での啓発、警察

との連携、消費生活センターでの個別相談を進めています。  

今後、「身近な地域で共にいきいきと安心・安全にくらせるまち」を市の将来像

として、すべての高齢者の人権が守られ尊厳ある暮らしを送ることができるよう、

人権を尊重する視点を持って各施策を推進するとともに、これらの取組や制度の

周知に努めます。  

分 野 ３ 
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□主な施策  

①権利擁護事業の充実  

高齢化の進展とともに、より重要度が増していく成年後見制度の利用促進に向け、

市民が制度の趣旨を理解しやすく、支援を必要とする人の利用につながるような

広報に努めるとともに、障がい者等を含む権利擁護支援の地域連携ネットワーク

のコーディネートを担う中核機関の設置について検討を進めます。また、認知症

や知的障がい等により判断能力が不十分な人が住み慣れた地域において自分ら

しく安心して生活ができるよう、利用者との契約に基づき福祉サービス利用支援

などを行う日常生活自立支援事業について、周知を図るとともに、希望者が速や

かに事業を利用できるよう、効果的な支援のあり方を検討します。  

 

②高齢者虐待防止に向けた取組の推進  

高齢者虐待の早期発見、早期対応の重要性について、引き続き出前講座や地域ケ

ア会議での啓発に取り組みます。また、認知症サポーター養成講座においても、

高齢者虐待への支援についての情報を提供し、早期発見・早期対応の重要性への

理解を深めます。  

 

□関連する主な個別計画  

 ○吹田健やか年輪プラン  

 〇吹田市地域福祉計画  
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障がい者の人権 

□現状と課題  

障がい者が地域社会の中で暮らしていく上では、さまざまな障壁（バリアー）が

あります。歩道の段差や階段、エレベーターの不備などの「物理的な障壁」、資格

制限等による「制度的な障壁」、差別や偏見等の「心理的な障壁」などです。また、

これらの障壁に加え、障がい者に対する理解不足から企業や施設内等での差別・虐

待や暴行、社会福祉施設などの設置に際しての施設と地域の間の意見相違、さらに

は財産侵害などの人権問題が生じています。これらの問題は障がいのない人々を

中心とした社会の仕組みの中で、障がい者の人権保障が取り残されてきたためで

す。  

平成１８年（２００６年）１２月に国連総会で「障害者の権利に関する条約（障

害者権利条約）」が全会一致で採択され、わが国は昭和４５年（１９７０年）に制

定された「障害者基本法」の改正や障がい者への合理的配慮を定めた「障害者差別

解消法」の制定など障がい者の権利に関する国内法を整備し、平成２６年（２０１

４年）１月に「障害者権利条約」を批准しました。  

特に、「障害者基本法」の改正では障がいの定義について、個人にかかる“医療

モデル”から社会的な事物、制度、慣行にかかる“社会モデル”への転換を図りま

した。また、平成２４年（２０１２年）１０月には自治体への通報を義務付けた

「障害者虐待防止法」が施行され、さらに平成１７年 (２００５年 )１０月成立の

「障害者自立支援法」に代わる「障害者総合支援法」が平成２５年（２０１３年）

に施行されました。  

障がい者は特別な存在でなく、障がいの有無にかかわらず、市民として住み慣れ

た地域で安心して、育ち、学び、働き、暮らせるまちを実現することが必要です。  

学校現場での障がいがある子供たちへの教育については、特別支援教育として

実施しているところですが、共生社会の実現に向けて、障がいのある子供一人ひと

りの教育的ニーズに応じた支援の充実を図り、すべての子供たちが違いを認め、互

いを尊重し、高め合える「ともに学び、ともに育つ」学級づくり、学校・園づくり

を進めます。  

分 野 ４ 
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平成２８年（２０１６年）４月からの「第４期吹田市障がい者計画」、 令和３

年（２０２１年）４月からの「第６期吹田市障がい福祉計画」と「第２期吹田市障

がい児福祉計画」に基づき、障がい福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業等

により障がい者施策の総合的・計画的な推進に努めていますが、障がい者が自立し

て生活するためのグループ・ホームの設置や介護人材の確保策等を積極的に行う

必要があります。  

今後とも、障がい者と障がいのない人が、同じように自分らしく生きる権利を持

つ一人の人間であることを市民や事業者が正しく認識し、障がい者が容易に自己

実現を図ることのできる「共に生きる社会」を構築するため、障がい者の意見を聴

きながら、さまざまな機会を通じて障がい者に対する差別や偏見の解消に努めま

す。  

 

□主な施策  

①バリアフリーの実現及びユニバーサルデザイン浸透に向けた取組  

公共施設の新設等にあたっては、バリアフリー法及び大阪府福祉のまちづくり条

例に定める基準に適合させるとともに、障がい者の意見を聴く場であるバリアフ

リー吹田市民会議の活用に努めます。また、公共交通事業者が行う施設のバリア

フリー化の促進等、バリアフリーの実現に向けた取組を進めます。これらの取組

を併せて、ユニバーサルデザインを浸透させるための施策を検討します。  

 

②相談支援専門員や事業所の従業者に対する研修の実施  

障がい者に対する虐待が疑われる場合の速やかな通報を徹底するため、相談支援

専門員やサービス管理責任者等の事業所の従業者の虐待防止に対する意識を高

める研修を実施します。  

 

③成年後見制度の利用啓発  

成年後見制度については、後見人等が実施する支援内容を障がい者が理解し、相

談機関等を通じて利用につなぐことができるよう、市報すいたやホームページ等

を活用しながら、関係機関等と連携して一層の啓発に取り組みます。  

 

④地域全体で障がい者差別の解消に向けた取組を推進  
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障がい者週間のイベントとして、市民への理解・啓発を目的としたシンポジウム

等を開催するとともに、定期的に吹田市障害者差別解消支援地域協議会を開催し、

合理的配慮にかかる情報共有や差別解消に向けた取組について検討を進めます。 

 

⑤企業での障がい者雇用の取組  

企業での障がい者、特に知的障がい者、精神障がい者の雇用・就労を促進するた

めの取組を行います。  

 

□関連する主な個別計画  

 ○吹田市障がい者計画  

○吹田市障がい福祉計画  

○吹田市障がい児福祉計画  

○吹田市視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する計画  

（読書バリアフリー計画）（令和４年度策定予定）  
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同和問題（部落差別）  

□現状と課題  

昭和４０年 (１９６５年 )に国の同和対策審議会が「同和問題は人類普遍の原理

である人間の自由と平等に関する問題」であり、「日本国憲法によって保障された

基本的人権にかかわる課題」であって、「日本国民の一部が現代社会においても、

なお著しく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の原理として何人にも保障さ

れている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、もっとも深刻にし

て重大な社会問題である」と位置づけました。そして、その早急な解決が「国の責

務であり、同時に国民的課題である」と答申され、昭和４４年(１９６９年 )に「同

和対策事業特別措置法」が制定されました。  

その後、平成１４年（２００２年）３月に「地域改善対策特定事業に係る国の財

政上の特別措置に関する法律」が失効するまで生活環境の改善のための事業が実

施され、法の失効後は、特別対策事業から一般対策事業へと移行しました。環境整

備は着実に進んだものの、一般対策事業への移行後も同和問題（部落差別）に関す

る差別意識、忌避意識は残っており、インターネット上では動画写真の掲載、差別

書き込み等の事案が依然として存在し、身元調査や不動産取引での土地調査など

を目的とした戸籍謄本などの不正取得の事案も発生しています。  

こうしたことを背景に、平成２８年（２０１６年）１２月に「部落差別の解消の

推進に関する法律」が施行されました。同法の中で部落差別は許されないものであ

るとの認識の下にこれを解消することが重要な課題であり、国、地方公共団体は部

落差別の解消に関する施策を講ずるようにとされました。  

本市でも、特別対策事業の中で同和問題（部落差別）の解決に向けた取組を市の

最重要課題として位置付け、生活環境等の基盤整備を進めるとともに、人権意識の

高揚を図るための人権教育・啓発を進めてきました。この結果、生活環境等の基盤

整備が大幅に進み、対象地区の状況は改善され、心理的な差別についても一定解消

の方向に進んできましたが、本市が平成２９年（２０１７年）に実施した人権に関

する市民意識調査でも、差別意識、忌避意識が残っていることが見受けられること

から、今後も、差別意識・忌避意識の解消に向けた取組が必要であり、一人ひとり

が同和問題（部落差別）について一層理解を深めていくことが必要です。そのためには部落

分 野 ５ 
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差別の実態や被差別部落の歴史、なぜ差別が起こるのかなどの具体的な要因につ

いて、共に学びあう機会の充実が求められます。  

 

□主な施策  

①人権教育・啓発の推進  

同和問題（部落差別）のない社会の実現に向け、これまでの取組の中で積み上げ

てきた成果を踏まえて、差別に対する正しい人権教育・啓発を推進し、地域の施

設を活用して、より多くの市民に呼び掛け、交流を進めていきます。  

 

②相談窓口の充実  

相談事業を実施している関係団体との連携を強化・充実を図ることにより、人権

侵害を受けた人、あるいはさまざまな課題を抱えた人々が、自立と自己実現を達

成することができるよう努めます。  

 

③関係機関等との連携強化  

インターネット上で特定の地域を同和地区であると指摘するなどの内容の情報

を認知した場合は、法務局等の関係機関と連携して、情報の削除をプロバイダ等

に要請するなどの対応を行います。  
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外国人の人権   

□現状と課題  

外国人住民は、言葉や習慣、文化の違いのなかで暮らしており、異なる言語や習

慣、文化等への理解不足などや、就労や住宅、教育、結婚等の社会生活において差

別的な待遇を受けるなどの人権問題が生じています。外国人住民への差別や偏見

をなくすためには「相互理解」に重点を置き、多様性を認め、外国人の習慣などを

理解・尊重する社会を実現することが求められています。外国人の子供たちにおけ

る、ヤングケアラーや、未就学者等の問題、また、外国人の障がい者等の課題につ

いても表面化しており、適切な行政サービスにつなぐための支援が必要です。  

外国人の人権課題をめぐっては、第二次世界大戦後の昭和２７年（１９５２年）

４月、連合国諸国と日本と間に締結された「日本国との平和条約」（サンフランシ

スコ平和条約）の発効以後、今日に至るまで権利保障のための法制度の改正が行わ

れてきました。  

近年では、人としての尊厳を傷つけ、他の人に差別意識を生じさせることになり

かねない特定の民族や国籍の人々を排斥する差別言動、いわゆるヘイトスピーチ

が社会的な問題となっており、平成２８年（２０１６年）６月に「本邦外出身者に

対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピー

チ解消法）」が施行されました。  

本市の外国人住民を在留資格別に見てみると、特別永住者（「日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法」によって定

められた在留資格を持つ者とその子孫）及び永住者が約半数を占めますが、市内に

５大学１研究機関が立地することから、留学生が多いことも特徴です。  

近年は、国が新たな外国人材の受入れを進めるために出入国管理及び難民認定

法の改正を行ったことなどから、技能実習や技術・人文知識・国際業務の資格で在

留している外国人が増加傾向にあります。  

本市では、昭和５７年（１９８２年）から、海外の都市と友好交流都市提携を締

結し、国際親善、国際交流を柱とした国際化施策を進めてきました。  

さらに、平成２９年（２０１７年）１０月に「吹田市多文化共生推進指針」を策

分 野 ６ 
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定し、令和４年（２０２２年）１０月には「吹田市多文化共生ワンストップ相談セ

ンター」を設置するなど、全ての人が地域社会で共に生きることができるまちを目

指しています。  

多文化共生社会の実現には、国籍や民族などの異なる全ての人が、自らの民族や

文化的アイデンティティを尊重されることが重要であり、外国人の受け入れのあ

り方の変化や多様な就業状況、生活実態に即した施策が引き続き求められていま

す。  

 

□主な施策   

①多文化共生社会の形成  

市民、行政、事業者それぞれに対して多文化共生社会の意識啓発を進め、内外に

開かれた多文化共生社会を推進するとともに、ユニバーサルデザインの視点に立

ったまちづくりを促進します。  

 

②コミュニケーション支援の推進  

情報の多言語化、メディアによる生活情報の発信等、情報伝達手段の確保と日本

語や日本社会に関する理解を外国人住民に深めてもらえるよう、学習支援に取組

みます。  

 

□関連する主な個別計画  

 ○吹田市多文化共生推進指針  
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さまざまな人権課題  

□現状と課題  

（１）インターネットによる人権侵害  

インターネットの急速な普及により、知りたい情報がすぐに入手できるだけでな

く、誰もが手軽に情報発信でき、世界中の人たちとつながりをもてるなど、私たち

の生活に多くの利便性がもたらされています。一方で、匿名性の高さや、情報発信

の容易さから、特定の個人や団体等への誹謗中傷や、プライバシーに関する情報の

無断掲示、同和問題に関して差別を助長する行為など、人権に関わる様々な問題が

発生していることから、令和４年（２０２２年）７月に侮辱罪の法定刑の引上げが

行われました。  

インターネットを利用する一人ひとりが情報の収集・発信にあたり、個人の責任

と、ルールやモラルを正しく理解できるように、教育や啓発活動を進める必要があ

ります。  

 

（２）感染症に関する人権  

 感染症に対する誤った知識や偏見等により、様々な差別や人権侵害が起きていま

す。ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）は、性的接触に留意すれば、日常生活で感染

する可能性はほとんどありません。発病を抑える抗ＨＩＶ薬などの治療法の開発も

進み、仮に感染したとしても、早期発見、早期治療を行うことで、エイズの発症を

予防することができます。  

 ハンセン病は「らい菌」と呼ばれる細菌に感染することで起こる感染症ですが、

感染力は弱く、感染し発病する可能性は極めて低く、万一発病した場合でも、治療

法が確立しており、完治する病気です。  

 しかしながら、平成８年（１９９６年）に「らい予防法」が廃止されるまで続い

た隔離政策によって、患者の人権が侵害され、偏見や差別を生み、患者やその家族

が大きな苦しみを受けました。様々な事情から、今なお元患者の多くが、病気が完

治したにもかかわらず、ハンセン病療養所に入所されています。  

さらに新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、未知のウイルスに対

する恐れや知識不足等から、感染者やその家族、濃厚接触者や医療従事者な

分 野 ７ 
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どに対する誹謗中傷や偏見、差別などの人権問題が発生しています。  

このような偏見や差別をなくすため、感染症に関する正しい知識の普及や啓発活動

が必要です。  

 

（３）性的指向・性自認を理由とする人権侵害   

 ＬＧＢＴとは、Ｌ esbian（女性同性愛者）、Ｇ ay（男性同性愛者）、Ｂ isexual

（両性愛者）、Ｔ ransgender（身体の性と心の性が一致しない状態やどちらの性別

にも違和感を持つ状態の人）の頭文字とった単語で、セクシュアル・マイノリティ

（性的少数者）の総称の一つです。  

 ＬＧＢＴ以外にも、Ｑ uestioning（性的指向や性自認がはっきりしない人や揺れ

動く人、あるいは性的指向や性自認を持たない人）もいます。  

 性について考える時、「男性・女性」だけでなく、「身体の性」「心の性（性自

認）」「性的指向」などの区分けがあることは理解されつつありますが、「出生時

の性と自認する性」が一致する人や、性的指向が異性に向いている人が多数派とさ

れる中、性的マイノリティの人への偏見や差別が存在しています。  

 誰もが自分の性的指向、性自認を尊重され、自分らしく生きることができる社会

を作っていくことが大切です。  

 

（４）その他の人権問題  

前述の３項目以外にも、北朝鮮による日本人拉致の人権侵害、アイヌの人々への

民族差別と先住民としての権利の保障☆２１、犯罪被害者やその家族へのケアや誹

謗中傷やプライバシーの侵害など二次被害の防止、個人情報の保護、ひきこもりへ

の理解と対応の促進、ホームレスの人たちに対する理解と嫌がらせや暴行の根絶、

刑を終えて出所した人の社会復帰の促進や差別、偏見の撤廃や防止、「パワハラ、

セクハラ、モラハラ」など「ハラスメント」による人権侵害などさまざまな問題が

生じています。  

加えて、権利の主張をすることが正当であるという意識の醸成も必要です。例え

ば、生活保護を受けることを恥ずかしいと考える人は、まだまだ存在します。また、

公的支援や周囲の人からの援助を受けることがその人の「負い目」にならないよう

な啓発活動が必要です。  

また、日本社会全体のなかに起きている格差と貧困の問題は、本計画で取り上げ
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ているすべての個別課題に関連することであり、横断的な施策の問題でもあります。 

今後も、これらの人権問題への正しい理解と認識を深めるための啓発の取組が必

要ですが、一地方自治体だけでは解決の困難なものもあることから、国や大阪府に

働きかけ、動向を注視しながら、人権課題の解決に向けて対応していきます。  

 

□主な施策  

①人権啓発事業の推進  

 人権を尊重する市民意識の高揚を図るため、人権フェスティバル、市民ひゅーま

んセミナー、憲法と市民のつどい、市民平和のつどい、人権擁護委員による人権

教室、人権啓発パネル展などの開催を推進します。  

 

②相談窓口の充実  

複雑化、多様化する相談内容に対応するため、窓口相互の連携を強化するととも

に、職員の資質向上を図り、実効性のある相談・支援体制の充実に努めます。  
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推 進 に あ た っ て  

 

（１）分野を超えた連携  

女性や障がい者など、個別の属性にかかる人権課題だけではなく、複合する

課題を抱える人たちもいます。  

そうした課題に対応するためには、個別の分野における施策を基本として、

分野を超えた連携の視点で取り組む必要があります。  

本市は人権にかかる施策の総合的な企画及び推進を行うことや各部局が行

う人権にかかわる施策についての連絡及び調整に関して人権施策推進本部を

設置しています。  

 

（２）市民と行政との協働  

  本市の市民自治の基本を定めた「吹田市自治基本条例」に基づき、市と市民

それぞれの責任と役割を自覚しながら施策を進めます。  

 

（３）関係団体との連携  

吹田市人権啓発推進協議会をはじめ、三島人権擁護委員協議会吹田地区委員会、

吹田市きしべ地域人権協会、吹田企業人権協議会では、これまで人権意識の啓発・

高揚や人権課題解決に向けた活動が活発に行われてきました。  

また、吹田市社会福祉協議会や吹田市民生・児童委員協議会などの公共的団体、

ＮＰＯやボランティア団体あるいは大学、企業等でも人権課題等を解決するため、

さまざまな取組を行っています。  

本市は人権施策を効果的に推進していくため、これらの関係団体とより一層連

携を深め、人権施策を推進していきます。 


